
平成２２年度 福井県当初予算 概要

予算規模

◎ 一般会計の予算規模は４，９９７億円（対前年度比３．９％増）
～平成１０年度以来、１２年ぶりに２年連続の増額予算～

会 計
２２年度当初(案）

①
２１年当初

②
増減

③（＝①-②）
伸び率
③／②

一般会計 ４９９，６６７ ４８０，７７４ １８，８９３ ３．９％

特別会計 １２，１０９ １８，５５５ △６，４４６ △３４．７％

企業会計 ２８，６９９ ２８，１９９ ５００ １．８％

合 計 ５４０，４７５ ５２７，５２８ １２，９４７ ２．５％

（単位：百万円）
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（参考）当初予算規模の推移（平成８～２２年度）
※平成１１・１５・１９年度は骨格予算のため６月補正後の数値を計上

予算の特徴 歳 入

① 回復から成長を目指す経済・
雇用対策

【事業規模】 ９１３億円※

【予算規模】 ３７５億円

② 福井を元気にする新たな計画
の実行（「子育て」、「文化」、「水産業」、

「林業」）

③ 福井新元気宣言の実現
政策推進枠４６億円を活用

① 実質県税収入 ９４６億円（△73億円、△7.2％）

・ 地方法人特別譲与税等を除く県税収入は、804億円（△102億円、△11.2％）

② 地方交付税 １，１６６億円（＋８２億円、＋７．５％）

・ 地方財政計画における地方交付税の増により１０年ぶりに増加
・ 臨時財政対策債を加えた実質的な交付税は、１，６９１億円
（＋１６６億円、＋10.9％）

③ 県債発行額 ８６２億円（△２１億円、△２．４％）
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946

・ 通常分は昨年度より抑制する一方、臨時財政対策債は増加

（億円）

２２年度 （Ａ） ２１年度 （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

通常債 ３３７億円 ４４２億円 △１０５億円

臨財債 ５２５億円 ４４１億円 ８４億円

合 計 ８６２億円 ８８３億円 △ ２１億円

新行革プランに基づく行財政改革

① 職員数の削減等による人件費の抑制、事務事業の見直
し等による予算の削減

・ 人件費 △１１億円
・ 事業の廃止、縮減等 △２０億円
・ アウトソーシングの実施 △ １億円

③ 基金残高 １７６億円（２２年度末）

・ 収支不足に対応するため、財政調整基金等を３５億円取り崩して対応
・ 新行革プランの目標額（１０８億円）を上回る見込み

④ 県債残高 ８，８０１億円（２２年度末）

・ 通常債は減少

⑤ 財政健全化法に係る指標（試算）

２１年度末（見込み） ２０年度決算（確定値）

実質公債費比率 １４％程度 １３．３％（全国２２位）

将来負担比率 ２３０％程度 ２３４．６％（全国２２位）

２２年度末 （Ａ） ２１年度末 （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

通常債 ６，３３２億円 ６，５２７億円 △１９５億円

臨財債 ２，４６９億円 ２，０３７億円 ４３２億円

合 計 ８，８０１億円 ８，５６４億円 ２３７億円

※早期健全化基準：実質公債費比率 25％、将来負担比率 400％

（億円）

961

（参考）実質県税収入の推移（平成８～２２年度）

※事業規模は、予算規模に関連する制度融
資の融資規模や補助事業の県費以外を含
めた事業費等の総額

『ふるさと福井の元気再生予算』

② プランに追加して実施する行革の財源の振り替えにより
子ども医療費助成対象を拡大
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平成２２年度 福井県当初予算の主要事業 ～回復から成長を目指す経済・雇用対策～

経営安定資金 〔融資枠〕 ４００億円
資金繰り円滑化支援資金 〔融資枠〕 １６０億円
マル経資金利子補給 〔融資枠〕 ５０億円

① 県単独事業を５割増により、橋梁長寿命化、道路補修等を前倒し実施
国直轄事業・国庫補助事業も積極的に予算を確保

・ 太陽光発電の設置に対する県の支援を拡充（７５０件分）

・ 電気自動車の急速充電装置の設置等の次世代（省エネ）自動車導入を推進

・ 県内中小事業者が行う省エネ改修工事を支援

２１年度当初
①

２２年度当初
②

当初（経対）＋２月補正③ 伸率③／①

直轄・補助等 ６３９億円 ５４２億円 ５４２億円 ８４．８％

県単独事業 ８２億円 ７９億円 １２８億円 １５５．７％

合 計 ７２１億円 ６２１億円 ６７０億円 ９３．０％

全国伸率

８１．７％

８５．０％

８３．４％

① 施設等の耐震化の促進（２,１９５百万円）

・ 県立学校（１０棟）、公立小・中学校（２１棟）、福祉施設等の耐震化を促進

・ 総合周産期母子医療センターを拡充（県立病院に加えて、福大付属病院に設置）

・ 小児初期救急センター（仮称）の２３年度設立に向けて検討

・ 精神科救急情報センターを開設し２４時間相談体制を整備

・ 離職者等に対する雇用・就業機会を確保し、特に介護・農林水産分野への就業を促進

・ 学卒未就職者向けに一時的な雇用を創出（５０人分）

・ 県立・私立高校に設置する就職支援コーディネーターを倍増（２５名→５０名）

・ 雇用維持に努力する企業に対する県独自の助成金により雇用を維持（上限１００万円／社）

・ 国の助成金の教育訓練助成を受けて独自に人材研修を行う企業への支援

・ 建設業における新分野への進出を支援

・ ものづくり中小企業が実施する環境エネルギー分野等の技術開発から商品開発、販路開拓までを

一貫支援（補助率：県２／３）

・ 次世代技術産業に就職を希望する若手研究者を雇用し、産学官連携で人材育成

[学校の耐震化率] ○県 立 学 校 ：８１．４％（２１年度末）→８４．３％（２２年度末）
○公立小・中学校： ７５．５％（２１年度末）→７８．９％（２２年度末）

10,000円

プレミアム1,000円
[県民向け]

１万円で販売
（全世帯の５割
・１５万冊発行） 5,000円

プレミアム500円 ５千円で販売
（１万冊発行）

[来県者向け]

事 業 規 模 予 算 規 模

２２年度当初＋
２１年度２月補正 ９１３億円 ３７５億円

（参考）２１年度当初＋
２０年度２月補正

７４０億円 ２７４億円

[経済・雇用対策の財源]
（単位：億円）

① 年間４，０００人の新たな雇用の創出（５,２６６百万円）

② 学生の就職支援の強化（２４４百万円）

③ 雇用の安定・維持（２１８百万円）

① 資金繰り支援（１５,４９８百万円）

② 成長分野への展開・ビジネスチャンスの拡大（１３０百万円）

② “ふるさと商品券”の販売（販売総額１７億円）（２５０百万円）

③ 環境投資の推進（４２２百万円）

② 医師確保に向けた先行投資（３６９百万円）

・ ６億円（２１年度と同額）を計上し、県内の経済・雇用情勢の変化等に機動的かつ弾力的に対応

・ 中小企業からのニーズが高い資金繰り円滑化支援資金の融資枠を拡大するなど、セーフティネット
資金の融資枠を総額６１０億円確保

・ 厳しい経済情勢の中で、新たな事業分野に積極的にチャレンジする企業を支援

産業活性化支援資金の拡充 （新事業展開支援分の創設、融資期間を延長１０年⇒１５年）

緊急雇用創出事業臨時特例基金事業 ２，５８０人分の雇用創出

ふるさと雇用再生特別基金事業 ４２０人分の雇用創出

離職者等能力開発推進事業 ９５９人分の雇用創出

・ 県外大手企業に対し県内企業の優れた技術・製品を直接売り込む展示商談会を開催

・ 「楽天」と連携したインターネットによる中国向けの県産品の販売、観光誘客等を実施

・ 研修医の研修システムの魅力向上等により医師を確保、県内医療機関に医師を派遣（８名程度）

③ 救急医療の確保に向けたインフラ整備（１８７百万円）

１ 雇用対策

２ 中小企業の経営安定

３ 公共投資・県内消費の拡大による県内経済の活性化

４ 県民生活の安心確保

５ 経済・雇用対策予備費

・ 福井ブランドを売り込むための営業ツールを作成し、県産品の販売力を強化
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